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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評

価方針」の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である取水槽ガントリクレーン

（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認することで，下部に設置された上位クラス施設である原子炉補機海水ポ

ンプ，原子炉補機海水系配管等に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するも

のである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

取水槽ガントリクレーンは，取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポンプエ

リアを跨いで設置されており，原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンスに使用される

設備である。取水槽ガントリクレーンの設置位置について図 2－1 に示す。発電所の

運転中など原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンスを実施しない期間は取水槽ガント

リクレーンは待機位置に待機しており，周辺の上位クラス施設とは十分な離隔距離が

あることから波及的影響を及ぼすおそれはない。一方で，定期事業者検査など原子炉

補機海水ポンプ等のメンテナンスを実施する期間には，上位クラス施設が設置されて

いる取水槽海水ポンプエリア付近に位置することとなるため，地震時に本機器が転倒

及び落下した場合は，原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管等に対して波及

的影響を及ぼすおそれがある。 

 

2.2 構造計画 

取水槽ガントリクレーンの構造計画を表 2－1 に示す。 
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図 2－1 取水槽ガントリクレーンと上位クラス施設の位置関係図 
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表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

取水槽ガントリクレーンは，取水槽海水ポンプエリアの北側と

取水槽循環水ポンプエリアの南側に敷設された走行レール上を

脚下部にある走行車輪によって東西方向に移動する。トロリ

は，クレーン本体ガーダ上面の横行レール上を横行車輪によっ

て南北方向に移動する。ホイストは，クレーン本体ガーダ下に

設置されたホイストレールに沿って，南北方向に移動する。吊

荷はトロリに設置されたワイヤロープ（主巻）及びフック（主

巻）を介して吊上げ・吊下げ・移動の作業を行う。脚下部継ぎ

は走行車輪間に走行方向に設置されている。ガーダ継ぎは走行

方向にクレーン本体ガーダと接続されている。 

クレーン本体は転倒防止装置を脚下部継ぎの中間位置に設置し

ており，トロリはトロリストッパをクレーン本体ガーダと接す

るトロリの側面に設置しており，各々浮上り代を設けた構造で

ある。クレーン脚部は一定以上の浮上りが発生しないように拘

束されているが，トロリはレールと固定されていないため浮上

りを考慮する必要がある。 

単軸粘性ダンパはブレースと接続している。 

クレーン本体ガーダ 

ガーダ継ぎ 

主巻（ワイヤロープ及びフック） 

脚 

脚下部継ぎ 

転倒防止装置 

走行車輪 

走行レール 

トロリ 

トロリストッパ 

ホイスト（ワイヤロープ及びフック） 

単軸粘性ダンパ（クレビスを含む） 

ブレース 

 

次頁に示す。 
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概略構造図 

転倒防止装置拡大図 

（単位：mm） 

走行レール 

転倒防止装置 

トロリストッパ拡大図

クレーン本体ガーダトロリストッパ

横行車輪 

トロリ

横行レール 

ホイスト車輪部拡大図

ホイスト車輪 

ホイストレール 
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2.3 評価方針 

取水槽ガントリクレーンの応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれの

ある下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定したＳクラス施設及び重大事故等対処

設備と同じ運転状態における，荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 

構造計画」にて示す取水槽ガントリクレーンの部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて

設定する箇所において，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」により算出した基準

地震動Ｓｓによる荷重に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「4.6 計算方法」

にて示す方法によって確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

取水槽ガントリクレーンの耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

図 2－2 取水槽ガントリクレーンの耐震評価フロー  

クレーン本体ガーダ，脚部，

吊具（ワイヤロープ及びフック）， 

単軸粘性ダンパ，ブレース，転倒防止装置， 

走行車輪，走行レール 

トロリストッパ

固有値解析 

設計用地震力（基準地震動Ｓｓ） 

地震応答解析 

（非線形時刻歴解析） 

地震時における荷重， 

浮上り量，応力 

取水槽ガントリクレーンの構造強度評価 

地震力によりトロリストッパ

に作用する荷重 

解析モデル設定 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建築規格（（社）日本機械学会，2005/2007）

（以下「設計・建設規格」という。） 

(5) クレーン構造規格（平成１５年１２月１９日 厚生労働省告示 399 号） 
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2.5 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ１ 転倒防止装置の断面積 mm2 

Ａ２ 車輪フランジの断面積 mm2 

Ａ３ 水平力に対する走行レールウェブの断面積 mm2 

Ａ４ 鉛直力（下向き）に対する走行レールウェブの断面積 mm2 

Ａ５ 鉛直力（上向き）に対する走行レール頭部の断面積 mm2 

Ａ６ トロリストッパの断面積 mm2 

Ａｃｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの断面積 

（最大圧縮応力計算断面） 
mm2 

ＡＨｇ クレーン本体ガーダの主桁及び補桁の断面積（水平） mm2 

Ａｔｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの断面積 

（最大引張応力計算断面） 
mm2 

ＡＶｇ クレーン本体ガーダの主桁及び補桁の断面積（鉛直） mm2 

ＡＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ．ガーダ継ぎのせん断断面積（Ｘ方向） mm2 

ＡＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのせん断断面積（Ｙ方向） mm2 

ｂ１Ｈ 走行レールへの水平力の作用幅 mm 

ｂ２Ｈ 走行レール頭部への水平力における荷重伝達幅 mm 

ｂ３Ｈ 走行レールウェブへの水平力における荷重伝達幅 mm 

ｂ１Ⅴ 走行レールへの鉛直力（下向き）の作用幅 mm 

ｂ２Ⅴ 走行レールウェブへの鉛直力（下向き）における荷重伝達幅 mm 

ｂ３Ⅴ 走行レールへの鉛直力（上向き）の作用幅 mm 

ｂ４Ⅴ 走行レール頭部への鉛直力（上向き）における荷重伝達幅 mm 

ＣＨ 水平方向設計震度（ＥＷ方向） ― 

ｅ 反発係数 ― 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ＥＧ クレーン本体ガーダの縦弾性係数 MPa 

ＥＬ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの縦弾性係数 MPa 

ＥＷ ワイヤーロープの縦弾性係数 MPa 

Ｆ ＊  設計・建設規格 SSB-3121.3に定める値 MPa 

Ｆａ 転倒防止装置に作用する鉛直力 N 

Ｆｂ 走行車輪フランジに作用する水平力 N 

ＦｃＨ 走行車輪から走行レールに作用する水平力 N 

ＦｃＶ 走行車輪から走行レールに作用する鉛直力（下向き） N 

Ｆｃｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの圧縮荷重 N 

Ｆｔｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの引張荷重 N 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ｆｔ トロリストッパ一個当たりに作用する力 N 

fｔｍ 許容引張応力 MPa 

fｃｍ 許容圧縮応力 MPa 

fｓｍ 許容せん断応力 MPa 

fｂｍ 許容曲げ応力 MPa 

fｗｉ *2 吊具（ワイヤロープ）の許容荷重 N 

fｈｉ *2 吊具（フック）の許容荷重 N 

fｄ  ダンパの許容荷重 N 

g 重力加速度（=9.80665） m/s2 

ｈ 減衰比 ― 

ｈt トロリの浮上り量 mm 

Ｈt トロリの許容浮上り量 mm 

Ｈd ダンパの許容変位 mm 

𝑖ｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎ，ブレースの断面二次半径 mm 

１ 転倒防止装置荷重点からの根元部までの長さ mm 

２ 転倒防止装置のクレーン走行方向の長さ mm 

３ 走行車輪フランジの深さ mm 

４ 走行車輪フランジのアーム長さ mm 

５ 走行車輪フランジの受け長さ mm 

６ 走行レール上面のレール中心から端部までの距離 mm 

７ 走行レールウェブから水平力の作用位置までの高さ mm 

８ 水平力の作用位置から走行レール上端までの高さ mm 

９ 鉛直力（上向き）の作用位置から走行レール頭部の評価断面

までの水平方向のアーム長さ 
mm 

１０ 
鉛直力（上向き）の作用位置から走行レール頭部の評価断面

までの鉛直方向のアーム長さ 
mm 

１１ トロリストッパ鉛直材の長さ mm 

１２ トロリストッパ水平材の長さ mm 

 𝑘ｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎ，ブレースの座屈長さ mm 

Ｍａ 転倒防止装置の曲げモーメント N・mm 

Ｍｇ クレーン本体ガーダにおけるねじりモーメント N・mm 

Ｍｌｉ *1 脚部，脚継ぎ，ガーダ継ぎにおけるねじりモーメント N・mm 

ＭＨｇ クレーン本体ガーダの水平曲げモーメント N・mm 

ＭＶｇ クレーン本体ガーダの鉛直曲げモーメント N・mm 

ＭＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＸ軸回りの曲げモーメント N・mm 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ＭＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＹ軸回りの曲げモーメント N・mm 

ｍＧ クレーン本体質量（脚部を含む） kg 

ｍｔ トロリ質量 kg 

ｍｍ 主巻吊荷質量（フックを含む） kg 

Σｍ クレーン総質量（ｍＧ＋ｍｔ） kg 

Ｐｗ 吊具荷重（ワイヤロープ及びフック） N 

ＱＨｇ クレーン本体ガーダの水平せん断力 N 

ＱＶｇ クレーン本体ガーダの鉛直せん断力 N 

ＱＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＸ方向せん断力 N 

ＱＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＹ方向せん断力 N 

Ｒ 走行車輪フランジの半径 mm 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ｔ１ 転倒防止装置の板厚 mm 

ｔ２ 走行車輪フランジの厚さ mm 

ｔ３ 走行レールウェブの厚さ mm 

ｔ４ 走行レール頭部の厚さ mm 

ｔ５ トロリストッパ鉛直材の板厚 mm 

ｔ６ トロリストッパ水平材の板厚 mm 

Ｚａ 転倒防止装置の断面係数 mm3 

Ｚｂ 走行車輪フランジの断面係数 mm3 

Ｚｃ 走行レールウェブの断面係数 mm3 

Ｚｄ 走行レール頭部の断面係数 mm3 

Ｚｐｇ クレーン本体ガーダのねじり断面係数 mm3 

Ｚｐｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのねじり断面係数 mm3 

ＺＸｇ クレーン本体ガーダのＸ軸回りの断面係数 mm3 

ＺＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＸ軸回りの断面係数 mm3 

ＺＹｇ クレーン本体ガーダのＹ軸回りの断面係数 mm3 

ＺＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＹ軸回りの断面係数 mm3 

μ 最大静止摩擦係数 ― 

ν ポアソン比 ― 

λ 有効細長比 ― 

Λ 限界細長比 ― 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

σａ 転倒防止装置の組合せ応力（曲げ+せん断） MPa 

σｂ 走行車輪フランジの組合せ応力 MPa 

σｃ 走行レールウェブの組合せ応力 MPa 

σｄ 走行レール頭部の組合せ応力 MPa 

σｂａ 転倒防止装置の曲げ応力 MPa 

σｂｂ 走行車輪フランジの曲げ応力 MPa 

σｂｃ 走行レールウェブの垂直応力 MPa 

σｂｄ 走行レール頭部の曲げ応力 MPa 

σｂｇ クレーン本体ガーダの曲げ応力 MPa 

σｃｔ トロリストッパの圧縮応力 MPa 

σｂｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの曲げ応力 MPa 

σｔｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの引張応力 MPa 

σｃｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの圧縮応力 MPa 

σｌｉ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの組合せ応力（曲げ+せん断） MPa 

σｇ クレーン本体ガーダの組合せ応力（曲げ+せん断） MPa 

σＨｇ クレーン本体ガーダの曲げ応力（水平方向） MPa 

σＶｇ クレーン本体ガーダの曲げ応力（鉛直方向） MPa 

σＸｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＸ軸回りの曲げモーメント

による曲げ応力 
MPa 

σＹｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＹ軸回りの曲げモーメント

による曲げ応力 
MPa 

π 円周率 ― 

τａ 転倒防止装置のせん断応力 MPa 

τｂ 走行車輪フランジのせん断応力 MPa 

τｃ 走行レールウェブのせん断応力 MPa 

τｄ 走行レール頭部のせん断応力 MPa 

τｇ クレーン本体ガーダのせん断応力 MPa 

τｌｉ
*1 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力 MPa 

τＨｇ クレーン本体ガーダのせん断応力（水平方向） MPa 

τＶｇ クレーン本体ガーダのせん断応力（鉛直方向） MPa 

τＸｌｉ
*1 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力（X方向） MPa 

τＹｌｉ
*1 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力（Y方向） MPa 

ｃＤ 
単軸粘性ダンパの速度の0.1乗に比例するダッシュポットの 

減衰係数 
― 

kＤ 単軸粘性ダンパのばね剛性 N/mm 
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注記＊1：Ａｃｌｉ，Ａｔｌｉ，ＡＸｌｉ，ＡＹｌｉ，Ｆｃｌｉ，Ｆｔｌｉ， 𝑖ｌｉ， 𝑘ｌｉ， 

Ｍｌｉ，ＭＸｌｉ，ＭＹｌｉ，ＱＸｌｉ，ＱＹｌｉ，Ｚｐｌｉ，ＺＸｌｉ，ＺＹｌｉ， 

σｂｌｉ，σｔｌｉ，σｃｌｉ，σＸｌｉ，σＹｌｉ，τｌｉ，τＸｌｉ，τＹｌｉ 

の添字 i の意味は以下のとおりとする。  

i＝1：脚部 

i＝2：脚下部継ぎ 

i＝3：ガーダ継ぎ 

i＝4：ブレース 

＊2： fｗi，及び fｈi の添字 i の意味は以下のとおりとする。  

i＝1：主巻  

i＝2：ホイスト  
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

計算精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

本資料で表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2 位＊2 四捨五入 小数点以下第 1 位＊3 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3 位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2 位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数

位までの値とする。 
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3. 評価部位 

取水槽ガントリクレーンの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」

に示す条件に基づき，クレーン及び吊荷の落下により，上位クラス施設が損傷するこ

とを防止するために，クレーン本体ガーダ，脚部，ガーダ継ぎ，脚下部継ぎ，転倒防

止装置，走行車輪，走行レール，トロリストッパ，吊具（ワイヤロープ及びフック），

単軸粘性ダンパ（クレビスを含む）及びブレースについて実施する。取水槽ガントリ

クレーンの耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価条件 

4.1.1 取水槽ガントリクレーンの構造概要 

取水槽ガントリクレーンは，脚，クレーン本体ガーダ，トロリ，ホイスト，単

軸粘性ダンパなどの構造体で構成されている。 

脚はクレーン本体ガーダを支持し，下部には走行車輪が設置されている。クレ

ーン本体ガーダは脚の上部にあり，その上面にトロリが移動するための横行レー

ルが設置されており，下部にはホイストレールが設置されている。ガーダ継ぎは

走行方向にクレーン本体ガーダと接続されている。脚下部継ぎは走行車輪間に走

行方向に設置されている。原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンス時には，トロ

リに設置された巻上げ装置（主巻），又はホイストを使用して，ワイヤロープ及

びフックを介し，吊荷の吊上げ，吊下げ，移動等の作業を実施する。 

取水槽ガントリクレーンは大型の構造物であり，制震装置の設置による地震荷

重の低減が耐震性向上に有効である。取水槽ガントリクレーンの応答は，走行レ

ールの直交方向に脚が変形する振動モードが支配的であり，クレーン本体ガーダ

と脚の間にブレースを介して単軸粘性ダンパを制震装置として設置する。 

単軸粘性ダンパはシリンダ，ピストン，ロッド及び粘性体で構成されている。 

単軸粘性ダンパとクレーン本体ガーダの接続，ブレースと脚の接続部にはクレ

ビスと呼ぶ回転部を設けている。このクレビスは単軸粘性ダンパの伸縮方向と直

交する一方向にはピンを軸として自由に回転可能となっている。また，ピンの軸

受部は球面軸受となっており，単軸粘性ダンパに伸縮方向以外の荷重が加わらな

い構造としている。クレビス部詳細を図 4－1 に示す。 

取水槽ガントリクレーンは，取水槽海水ポンプエリアの北側と取水槽循環水ポ

ンプエリアの南側に敷設された走行レール上を脚下部にある走行装置及び車輪に

よって東西方向に移動する。トロリは，クレーン本体ガーダ上面の横行レール上

を横行装置及び横行車輪によって南北方向に移動する。ホイストは，クレーン本

体ガーダ下に設置されたホイストレールに沿って，南北方向に移動する。また，

取水槽ガントリクレーンの地震による転倒を防止するため，本体下部に転倒防止
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ダンパ部 ブレース部  

クレビス 

単軸粘性ダンパ及びブレースの構造 

11500 

装置が設置されており，地震時に浮上りが生じた場合でも転倒しない構造となっ

ている。トロリにはトロリストッパを設置しており，浮上りによる脱線・落下を

防止する構造となっている。クレーン本体は浮上りを考慮しないが，トロリはレ

ールと固定されていないことから，地震力によるレールからの浮上りを考慮する

必要がある。 

ホイストは，ホイスト車輪がホイストレールを挟み込むことにより懸架されて

いる。 

 

4.1.2 単軸粘性ダンパの構造概要 

図 4－1 に単軸粘性ダンパの概略構造を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 単軸粘性ダンパ取付部の構造  

1500 10000 

構造物側取付部 

ピン 

球面軸受（内輪） 

ダンパ側取付部 

球面軸受（外輪） 

初期設置状態 回転負荷状態 

クレビス部詳細 

（単位：mm） 
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4.1.3 評価ケース 

表 4－1 に示す評価ケースにて評価を実施する。なおダンパ性能は 220kN を標

準とし，±20%のばらつきを考慮した。 

表 4－1 評価ケース 

ケース
トロリ *1

（吊荷） 

ホイスト*1

(吊荷)

1 中央*2 待機位置 

2 待機位置 中央*2

3 待機位置 待機位置 

注記＊1：トロリとホイストの同時運用は考慮しない。 

＊2：中央とは，クレーン本体ガーダ中央とする。 

4.1.4 地震力 

地震力は基準地震動Ｓｓを用いる。クレーン本体ガーダ，脚部，転倒防止装置，

走行車輪，走行レール，吊具（ワイヤロープ及びフック），単軸粘性ダンパ及び

ブレースに作用する荷重並びにトロリの浮上り量の算定については，水平２方向

及び鉛直方向同時入力による非線形時刻歴解析を実施する。 

またトロリストッパについては，最大静止摩擦力以上の水平力がクレーンに加

えられた場合，すべりが生じ，クレーン走行方向（トロリ横行方向）にはレール

と走行車輪間の最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないことから，摩擦係数よ

り求めた水平方向設計震度を用いて計算した設計用地震力による評価を実施する。 

(1) 横行方向（ＮＳ方向）の水平力

a. クレーン本体（クレーン本体ガーダ及び脚）

（a） クレーン本体は横行レールに対して直交方向に設置された走行レール上に

設置されていることから，横行方向(ＮＳ方向）の地震力は走行レールを介

してクレーン本体へ作用する。 

b．トロリ 

（a） トロリは横行レール上に乗っており，横行レールとは固定されていないた

め，横行方向(ＮＳ方向）の水平力がトロリに加わっても，トロリは横行レ

ール上をすべり，トロリ本体には横行レールと横行車輪間の最大静止摩擦力

以上の荷重は作用しない。 

（b） トロリの横行車輪は 4 個であり，そのうちの 2 個は駆動輪，他の 2 個は従

動輪である。 

（c） トロリの駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，
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最大静止摩擦力以上の地震慣性力が車輪部に加わった場合，回転部分が追随

できず，横行レール上をすべる。 

（d） 従動輪は回転が拘束されていないため，トロリの動きに合わせて自由に回

転することからトロリ横行方向の水平力をトロリ本体に伝達しない。 

(2) 走行方向（ＥＷ方向）の水平力

a．クレーン本体（クレーン本体ガーダ及び脚） 

（a） クレーン本体は走行レール上に乗っており，固定されていないため，走行

方向(ＥＷ方向）の水平力が加わっても，クレーン本体は走行レール上をす

べり，クレーン本体には走行レールと走行車輪間の最大静止摩擦力以上の荷

重は作用しない。 

（b） クレーン本体の走行車輪は 8 個であり，そのうちの 4 個は駆動輪，他の 4

個は従動輪である。 

（c） 駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，最大静

止摩擦力以上の地震慣性力が車輪部に加わった場合，回転部分が追随できず，

走行レール上をすべる。 

（d） 従動輪は回転が拘束されていないため，クレーン本体の動きに合わせて自

由に回転することからクレーン本体走行方向の水平力をクレーン本体に伝達

しない。 

b．トロリ 

（a） トロリはクレーン本体の走行レールに対して直交方向に設置された横行レ

ール上に設置されていることから，走行方向(ＥＷ方向）の地震力はクレー

ン本体ガーダ，横行レールを介してトロリヘ作用する。

(3) 鉛直方向（ＵＤ方向）

クレーン脚部は，本体下部に設置されている転倒防止装置のツメ部がレールと

接触することで，間隙以上の浮上りが生じない構造となっている。ホイストにつ

いては，車輪がホイストレールに吊り下げられた構造であり，車輪部の一部がホ

イストレールと接触することで間隙以上の浮上りが生じない構造となっている。

トロリは，レールと固定されていないことから，鉛直方向の地震力によってレー

ルから浮上りを考慮する。

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

取水槽ガントリクレーンの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象
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施設の評価に用いるものを表 4－2 に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 4－3 に示す。 

4.2.2 許容応力 

取水槽ガントリクレーンの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき表 4－4 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

取水槽ガントリクレーンの使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件

を表 4－5 及び表 4－6 に示す。 



 

 

 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-14 R0 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 取水槽ガントリクレーン Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 取水槽ガントリクレーン ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用い

る。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－4 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1, ＊2 

（ボルト等以外） 

一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用い

る。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

＊
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

クレーン本体ガーダ 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

脚 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

ガーダ継ぎ 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

脚下部継ぎ 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

転倒防止装置 
S35C 

（厚さ≦100mm） 
周囲環境温度 40 305 510 ― 

走行車輪 SSW-Q1 周囲環境温度 40 ― 770 ― 

走行レール レール鋼 周囲環境温度 40 ― 780 ― 

トロリストッパ 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

単軸粘性ダンパ SCM435 周囲環境温度 40 785 930 ― 

ブレース STKM13A 周囲環境温度 40 215 370 ― 

クレビス SUS630H1150 周囲環境温度 40 725 930 ― 

20 
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表 4－6 使用材料の許容荷重評価条件（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

  

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

定格荷重 

（N） 
安全率 

許容荷重 

（N） 

ワイヤロープ 

（主巻） 
IWRC 6×Fi(29) 周囲環境温度 40 6.982×105 5.84 4.078×106 

ワイヤロープ 

（ホイスト） 
4×F(40) 周囲環境温度 40 1.999×105 7.40 1.479×106 

フック 

（主巻） 
S35C 周囲環境温度 40 6.865×105 7.25 4.980×106 

フック 

（ホイスト） 
SCM435 周囲環境温度 40 1.961×105 10.48 2.060×106 

単軸粘性ダンパ SCM435 周囲環境温度 40 － － 3.000×105 

 

 

21 



 

22 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
11
-2
-7
-1
4 
R0
 

 

4.3 解析モデル及び諸元 

取水槽ガントリクレーンの解析モデルを図 4－2 に，解折モデルの概要を以下に示

す。各ケースの解析モデルについて表 4－7 に示す。また，機器の諸元を本計算書の

【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) クレーンは，はり要素，トラス要素，ダンパ要素，ギャップ要素，ばね要素及び

減衰要素を用いたＦＥＭモデルとし，クレーンの質量としてクレーン本体ガーダ，

脚部，ガーダ継ぎ，脚下部継ぎ，トロリ及び吊荷を考慮する。トロリは外周四辺

形の剛体としてモデル化し，本体及び機器の質量をその節点に等分に設定する。 

a．走行車輪 

走行車輪においては，ＥＷ方向（クレーン本体走行方向）及び鉛直方向につい

て，それぞれすべり，浮上りを考慮しているため，非拘束条件としている。また，

ＮＳ方向（クレーン本体走行方向に直交する方向）については，走行車輪と走行

レールとの間隙が小さく，地震時には走行車輪と走行レールが接触して荷重が伝

達されるため，並進方向拘束により，すべりを生じない条件としている。 

b．横行車輪 

横行車輪においては，ＮＳ方向（トロリ横行方向）及び鉛直方向について，そ

れぞれすべり，浮上りを考慮して非拘束条件としている。また，ＥＷ方向（トロ

リ横行方向に直交する方向）については，横行方向と横行レールの間隙が小さく，

地震時には横行車輪と横行レールが接触して荷重が伝達されるため，並進方向拘

束により，すべりを生じない拘束条件としている。 

ホイスト車輪においては，ＮＳ方向（ホイスト横行方向）及び鉛直方向につい

て，それぞれすべり，浮上りを考慮して非拘束条件としている。またＥＷ方向

（ホイスト横行方向に直交する方向）については，ホイスト車輪とホイストレー

ルの間隙が小さく，地震時にはホイスト車輪とホイストレールが接触して荷重が

伝達されるため，並進方向拘束により，すべりを生じない拘束条件としている。 

c．転倒防止装置 

転倒防止装置は，浮上り時には，レール頭部下面に転倒防止装置の爪が接触す

るためギャップ要素を設けた。 

d．単軸粘性ダンパ 

単軸粘性ダンパを用いた減衰構造は，線形ばねと速度依存の減衰要素で構成す

る Maxwell モデルによりモデル化する。 
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図 4－2 ガントリクレーン解析モデル 

2
3
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(2) 地震応答解析に用いる減衰定数

地震応答解析に用いる減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基

づき，水平方向及び鉛直方向ともに 2.0%を用いる。 

なお，減衰定数は Rayleigh 減衰により，減衰定数 2.0%となる固有周期点を取

水槽ガントリクレーンの固有周期に合わせて設定することで与える。この固有周

期点は，取水槽ガントリクレーンの水平方向 1 次固有周期及び鉛直方向 1 次固有

周期を踏まえて設定している。 

(3) 境界条件

クレーンと車輪部については，4.1(1)項にて示したクレーンの構造の特徴を踏

まえて，解析の入力条件を以下のとおり設定する。 

a．クレーンのすべりを考慮した水平力の設定 

最大静止摩擦力以上の力が加われば，車輪がレール上をすべることを考慮した

水平力を設定する。ここで，最大静止摩擦係数をμ＝0.3 とし，クレーン各構造

部材に発生する水平力は，走行車輪の数と駆動輪の数との関係から以下に示す式

から求める。 

クレーン本体ガーダの走行方向（ＥＷ方向）に作用する水平力

鉛直方向荷重×μ×
4

8
＝鉛直方向荷重×0.15 

トロリの走行方向（ＮＳ方向）に作用する水平力

鉛直方向荷重×μ×
2

4
＝鉛直方向荷重×0.15 

b．浮上りによる衝突の減衰 

クレーン及びトロリの浮上りによる衝突の減衰は，引用文献(1)の試験にて得

られた反発係数 e から換算した減衰比 h として， を用いる。反発係数 e と

減衰比 h との関係式は次式に，関係図を図 4－3 に示す。 

𝑒 = 𝑒𝑥𝑝 (−
ℎ𝜋

√1 − ℎ2
) 
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図4－3 反発係数と減衰比の関係 

 

(4) 固有値解析及び地震応答解析には，解析コード「ABAQUS」を用いる。解析コード

の検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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表 4－7 各ケースにおける取水槽ガントリクレーン解析モデル 

ケース詳細 解析モデル図 

ケース：1

トロリ：中央

（吊荷 ） 

ホイスト：待機位置

要素数：

節点数：

ケース：2

トロリ：待機位置

ホイスト：中央

（吊荷 ） 

要素数：

節点数：

ケース：3

トロリ：待機位置

ホイスト：待機位置

要素数：

節点数：
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4.4 固有周期 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての評価ケースにおける各方向の

卓越モードの固有周期を表 4－8 に示す。また，各ケースにおける各方向の卓越モー

ドの振動モード図を図 4－4，図 4－5，図 4－6に示す。固有周期は，0.05 秒を超えて

おり，柔構造であることを確認した。 

表 4－8 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケースの固有周期 

ケース

横行方向（ＮＳ方向） 

1 次 

鉛直方向（ＵＤ方向） 

1 次 

固有振動数 

（Hz） 

固有周期 

（s） 

固有振動数 

（Hz） 

固有周期 

（s） 

1 

2 

3 
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図 4－4 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケース 1 の振動モード図 
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図 4－5 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケース 2 の振動モード図 
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図 4－6 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケース 3 の振動モード図 
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4.5 設計用地震力 

トロリストッパの評価に用いる設計用地震力を表 4－9 に示す。

表 4－9 設計用地震力（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 
鉛直方向 

（ＵＤ方向） 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

（ＵＤ方向） 走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

取水槽 
EL 8.800＊1 ―＊2 ―＊2 ―＊2 

    ＊3，＊4 

ＣＨ＝ 0.15 ―＊5 ―＊5 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期より設計震度を算出しないため，「－」と記載する。 

＊3：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

＊4：トロリストッパの評価に適用する。 

＊5：横行方向(ＥＷ方向）及び鉛直方向の設計震度を使用しないため，「－」と記載

する。 

クレーン本体ガーダ，脚部，ガーダ継ぎ，脚下部継ぎ，転倒防止装置，走行車輪，

走行レール，吊具（ワイヤロープ及びフック），単軸粘性ダンパ及びブレースに作用

する荷重並びにトロリの浮上り量に対する地震応答解析は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地

震応答計算書」で得られる取水槽ガントリクレーン EL 8.800m の時刻歴応答加速度波

を入力とし，水平２方向と鉛直方向地震力の同時入力により解析を実施する。入力の

時刻歴応答加速度波形を図 4－7，図 4－8 に示す。ガントリクレーンの評価に適用す

る地震動は，設計用床応答スペクトルとガントリクレーンの固有周期の関係から評価

が厳しくなる基準地震動（Ｓｓ－Ｄ）を選定している。 

また，時刻歴応答解析に対する保守性の考慮として，基準となる時刻歴応答加速

度波（固有周期シフトを考慮していないもの）による解析に加えて，ＡＳＭＥ 

Boiler Pressure Vessel Code SECTION Ⅲ，DIVISION1-NONMANDATORY APPENDIX N-

1222.3 Time History Broadening の規定を参考に時刻歴応答加速度波を時間軸方向

に±10%シフトさせた時刻歴応答加速度波による解析も実施する。さらに，±10%シフ

トさせた応答スペクトルのピークにクレーンの固有周期が存在する場合は，ＡＳＭＥ

の規定に基づきピーク位置を考慮した評価も行う。 
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図 4－7 ケース 1,2（基本ケース）における入力の時刻歴応答加速度波形 

  

(Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向) 

(Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向) 

（Ｓｓ－Ｄ，ＵＤ方向） 



 

33 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
14
 R
0 

 

 

図 4－8 ケース 3（基本ケース）における入力の時刻歴応答加速度波形 

 

  

(Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向) 

(Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向) 

（Ｓｓ－Ｄ，ＵＤ方向） 
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4.6 計算方法 

4.6.1 クレーン本体ガーダ及び脚部の応力の計算方法 

(1) 設計荷重

クレーン各部に加わる荷重を図 4－2 の解析モデルを用いて，非線形時刻歴解

析により求める。表 4－10 に解析モデルの概要を示す。クレーン本体ガーダの断

面図を図 4－9 に，脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの断面図を図 4－10 に示す。

また，転倒防止装置の概要図を図 4－11 に，トロリストッパの概要図を図 4－12

に示す。 

また，本評価の時刻歴解析には，4.5 項に示す時刻歴解析の保守性を考慮する。 

表 4－10 解析モデルの概要 

解析モデル 

構造物 

クレーン本体ガーダ

トロリ

脚 

ガーダ継ぎ 

脚下部継ぎ 

吊具 
吊荷 

ワイヤロープ

車輪部 

ガーダ車輪 

トロリ車輪

ホイスト車輪

解析モデル図 図 4－2 

(2) クレーン本体ガーダの応力

クレーン本体ガーダにおける最大発生応力を図 4－9 に示す断面で計算する。

(a) 曲げ応力

クレーン本体ガーダの鉛直曲げモーメントによるクレーン本体ガーダの曲

げ応力：σＶｇ 

σＶｇ= 
ＭＶｇ

ＺＸｇ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1）

クレーン本体ガーダの水平曲げモーメントによるクレーン本体ガーダの曲
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げ応力：σＨｇ

σＨｇ= 
ＭＨｇ

ＺＹｇ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2）

クレーン本体ガーダの曲げ応力：σｂg

σｂｇ=σＶｇ+σＨｇ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3） 

なお，クレーン本体ガーダの曲げ応力については，非線形時刻歴解析によ

り求まる時刻ごとのＭＶｇとＭＨｇからσＶｇとσＨg を算出し，(4.6.1.3)式に

よって計算されるσｂｇの最大値を用いる。 

(b) せん断応力

鉛直せん断力によるクレーン本体ガーダのせん断応力：τＶｇ 

τＶｇ= 
ＱＶｇ

ＡＶｇ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4）

水平せん断力によるクレーン本体ガーダのせん断応力：τＨｇ

τＨｇ= 
ＱＨｇ

ＡＨｇ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5）

クレーン本体ガーダのせん断応力：τｇ

τｇ= √τＶｇ

2
+ τＨｇ

2
＋

Ｍｇ

Ｚｐｇ

・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.6）

(c) 組合せ応力

クレーン本体ガーダの組合せ応力：σｇ

σｇ= √σｂｇ

2
+ ３τｇ

2
・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.7）
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図 4－9 クレーン本体ガーダ断面概略図 

単位(mm) 

Ｂ－Ｂ断面 

（東側ガーダ） 
Ａ－Ａ断面 

（西側ガーダ） 

クレーン本体ガーダ

クレーン本体ガーダ

Ｎ

Ｅ

Ｓ

Ｗ

Ａ Ｂ

Ａ Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ
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(3) 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの応力

脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの評価断面は図 4－10 に示すように高さ方向の

位置によって断面が異なるため，解析モデルの各要素における断面積を求め，

最大引張応力及び最大圧縮応力を計算する。 

(a) 引張応力及び圧縮応力

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの引張応力：σｔｌｉ 

σｔｌｉ= 
Ｆｔｌｉ

Ａｔｌｉ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.8）

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの圧縮応力：σｃｌｉ 

σｃｌｉ= 
Ｆｃｌｉ

Ａｃｌｉ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.9）

(b) 曲げ応力

解析モデルの各要素位置における断面係数を求め，最大曲げ応力を計算す

る。 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＸ軸回りの曲げモーメントによる曲げ応

力：σＸｌｉ

σＸｌｉ= 
ＭＸｌｉ

ＺＸｌｉ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.10）

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＹ軸回りの曲げモーメントによる曲げ応

力：σＹｌｉ

σＹｌｉ= 
ＭＹｌｉ

ＺＹｌｉ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.11）

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの曲げ応力：σｂｌｉ 

σｂｌｉ=σＸｌｉ+σＹｌｉ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.12） 

(c) せん断応力

Ｘ方向せん断力による脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力 

：τＸｌｉ 

τＸｌｉ= 
ＱＸｌｉ

ＡＸｌｉ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.13）

Ｙ方向せん断力による脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力 

：τＹｌｉ
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τＹｌｉ= 
ＱＹｌｉ

ＡＹｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.14） 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力：τｌｉ 

τｌｉ= √τＸｌｉ

2
+τＹｌｉ

2
＋

Ｍｌｉ

Ｚｐｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・（4.6.1.15） 

 

(d) 組合せ応力 

引張+曲げ，圧縮+曲げの大きい方の値及び曲げ+せん断を脚部，脚下部継

ぎ，ガータ継ぎ組合せ応力とする。 

引張+曲げ 

σｔｌｉ + σｂｌｉ

fｔｍ
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.16） 

圧縮+曲げ 

σｃｌｉ

𝑓ｃｍ
＋

σｂｌｉ

𝑓ｂｍ
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.17） 

 

曲げ+せん断：σｌｉ 

σｌｉ= √(σｃｌｉ+σｔｌｉ+σｂｌｉ)
2

+３τｌｉ

2
 ・・・・・・・（4.6.1.18） 

 

 



39 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
14
 R
0 

図 4－10 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの断面概要図(1/2) 

単位(mm) 

Ａ－Ａ断面 

（ガーダ継ぎ） 

Ｂ－Ｂ断面 

（脚部） 
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図 4－10 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの断面概要図(2/2) 

単位(mm) 

Ｃ－Ｃ断面 

（脚部） 
Ｄ－Ｄ断面 

（脚部） 

Ｅ－Ｅ断面 

（脚下部継ぎ） 

Ｆ－Ｆ断面 

（脚下部継ぎ） 
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4.6.2 転倒防止装置の応力の計算方法 

転倒防止装置では，図 4－11 に示す爪部の応力を計算する。 

転倒防止装置の断面積：Ａ１ 

Ａ1= t１・２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.1） 

転倒防止装置のせん断応力：τａ 

τａ= 
Ｆａ

Ａ１

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.2）

転倒防止装置の曲げモーメント：Ｍａ 

Ｍａ= Ｆａ・１ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.3） 

転倒防止装置の断面係数：Ｚａ 

Ｚａ= 
２・t１2

6
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.4）

転倒防止装置の曲げ応力：σｂａ 

σｂａ= 
Ｍａ

Ｚａ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.5）

転倒防止装置の組合せ応力：σａ 

σａ=√σｂａ

2
+3τａ

2
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.6）

図 4－11 転倒防止装置の概要図 

転倒防止 

装置爪部 

転倒防止 

装置爪部 

評価断面 

転倒防止装置爪部の拡大図 

走行レール 

１

Ｆａ 

ｔ1 
走行レール 

２
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4.6.3 走行車輪の応力の計算方法 

走行車輪では，図 4－12 に示すフランジ部の応力を計算する。 

車輪フランジの受け長さ：５ 

５= ２・√(Ｒ+３)
2
－Ｒ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.1） 

車輪フランジの断面積：Ａ２ 

Ａ２= ｔ２・５ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.2） 

車輪フランジせん断応力：τｂ 

τｂ= 
Ｆｂ

Ａ２

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.3） 

車輪フランジの断面係数：Ｚｂ 

Ｚｂ= 
５・ｔ２

2

６
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.4） 

車輪フランジ曲げ応力：σｂb 

σｂｂ= 
Ｆｂ・４

Ｚｂ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.5） 

車輪フランジ組合せ応力：σｂ 

σｂ=√σｂｂ

2
+3τｂ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－12 走行車輪（フランジ）の概要図  

Ａ－Ａ断面 
（評価断面） 

車輪フランジ 
車輪フランジ 

評価断面 

Ａ Ａ 
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4.6.4 走行レールの応力の計算方法 

(1) 走行レールの応力（走行車輪との取合箇所） 

走行レール（走行車輪との取合箇所）の評価を図 4－13 を用いて計算する。 

走行車輪に作用する鉛直力（下向き）ＦｃV は図 4－13 に示すハッチング部によ

うに走行レールに分散する。 

走行車輪に作用する水平力ＦｃH は図 4－13 に示すハッチング部にように走行レ

ールに分散する。 

走行レール頭部への水平力における荷重伝達幅：ｂ２Ｈ 

ｂ２Ｈ  = ｂ１Ｈ+２・６ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.1） 

走行レールウェブへの水平力における荷重伝達幅：ｂ３Ｈ  

ｂ３Ｈ  = ｂ２Ｈ+２・７ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.2） 

走行レールウェブへの鉛直力（下向き）における荷重伝達幅：ｂ２Ｖ 

ｂ２Ｖ  = ｂ１Ｖ+２・（７+８） ・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.3） 

水平力に対する走行レールウェブの断面積：Ａ３ 

Ａ３  = ｔ３・ｂ３Ｈ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.4） 

鉛直力に対する走行レールウェブの断面積：Ａ４ 

Ａ４  = ｔ３・ｂ２Ｖ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.5） 

走行レールウェブのせん断応力：τｃ 

τｃ= 
ＦｃＨ

Ａ３

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.6） 

走行レールウェブの断面係数：Ｚｃ 

Ｚｃ= 
１

６
・ｔ３

2
・ｂ３Ｈ ・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.7） 

走行レールウェブの垂直応力：σｂｃ 

σｂｃ= 
ＦｃＨ・７

Ｚｃ

+
Ｆｃｖ

Ａ４

 ・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.8） 

走行レールウェブの組合せ応力：σｃ 

σｃ=√σｂｃ

2
+3τｃ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.9） 
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図 4－13 走行レール（走行車輪との取合箇所）の概要図  
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(2) 走行レールの応力（転倒防止装置との取合箇所） 

走行レール（転倒防止装置との取合箇所）の走行レールの評価を図 4－14 を用

いて計算する。 

転倒防止装置に作用する鉛直力（上向き）ＦＡは図 4－14 に示すハッチング部

にように走行レールに分散する。 

走行レール頭部への鉛直力（上向き）における荷重伝達幅：ｂ４Ｖ 

ｂ４Ｖ  = ｂ３Ｖ+２・（９+１０） ・・・・・・・・・・・・（4.6.4.1） 

鉛直力（上向き）に対する走行レール頭部の断面積：Ａ５ 

Ａ５  = ｔ４・ｂ４Ｖ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.2） 

走行レール頭部のせん断応力：τｄ 

τｄ= 
Ｆａ

Ａ５

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.3） 

鉛直力（上向き）に対する走行レール頭部の断面係数：Ｚｄ 

Ｚｄ= 
１

６
・ｔ４

2
・ｂ４Ｖ ・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.4） 

走行レール頭部の曲げ応力：σｂｄ 

σｂｄ= 
Ｆａ・９

Ｚｃｄ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.5） 

走行レール頭部の組合せ応力：σｄ 

σｄ=√σｂｄ

2
+3τｄ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－14 走行レール（転倒防止装置との取合箇所）の概要図  
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4.6.5 トロリストッパの応力の計算方法 

トロリには，水平方向荷重（ＥＷ方向）によって水平力が作用する。その水平

力が片側にあるトロリストッパ 1 個に作用すると考え，図 4－15 に示すトロリ

ストッパの応力を計算する。 

トロリストッパ 1 個当たりに作用する力：Ｆｔ 

Ｆｔ= ｍｔ・g・ＣＨ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.5.1） 

トロリストッパの評価断面：Ａ６ 

Ａ６= １１・t５＋２・１２・t６ ・・・・・・・・・・・・（4.6.5.2） 

トロリストッパの圧縮応力：σｃｔ 

σｃｔ= 
Ｆｔ

Ａ６

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.5.3） 

 

図 4－15 トロリストッパの概要図 

 

4.6.6 トロリの浮上り量の計算方法 

トロリの浮上り量ｈｔを，図 4－2の解析モデルを用いて非線形時刻歴解析によ

り求める。 

 

4.6.7 吊具の荷重計算方法 

吊具に加わる荷重Ｐｗを，図 4－2の解析モデルを用いて非線形時刻歴解析によ

り求める。 

ワイヤロープ及びフックの計算にあたっては，以下の基本事項で行う。 

・吊荷荷重を受ける部位は，ワイヤロープ，フック，クラブシーブ（滑車），

エコライザシーブ（平衡装置）で，このうち吊荷を直接吊るもので，損

傷・破断により落下に至る可能性があるワイヤロープ及びフックを評価対

トロリ 横行車輪 

トロリストッパ 

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ断面 

ｔ５ 

ｔ６ 

ｔ６ 

ℓ１１ 

ℓ１２ 

Ｆｔ 
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象とする。 

・主巻のワイヤロープに作用する荷重は，ロープに取り付けられたエコライザ

シーブ（平衡装置）とクラブシーブ（滑車）の回転により自動的に荷重を

つり合い状態に保つため， 本掛けのワイヤロープに均等に荷重が作用す

るものとして評価する。ホイストのワイヤロープについても同様に評価す

る。 

・吊荷荷重算出の解析にあたっては，クレーン評価で実施の時刻歴解析の結果

よりワイヤロープの荷重を抽出し，その最大値を用いるものとする。

・ワイヤロープは，引張方向に荷重が作用する場合のみ引張ばねとして作用す

るよう設定し，圧縮方向の荷重を受けない設定とする。このようなモデル

にて時刻歴解析を実施することで吊荷の浮上りを含めた挙動を模擬する。

・ワイヤロープは長さを長く設定すると固有周期が大きくなり，短く設定する

と固有周期が小さくなる特徴を踏まえ，地震応答の関係から，吊具に対し

て応答が厳しくなる最大吊り上げ時のワイヤロープ長さでの地震応答解析

結果を用いて荷重評価を実施する。

4.6.8 単軸粘性ダンパ及びブレースの評価方法 

単軸粘性ダンパ及びブレースの評価は，図 4－2 の解析モデルを用いて非線形

時刻歴解析によって得られる値が許容限界以下であることを確認する。 

4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（クレーン本体，吊具）及び荷重（地震荷重）は，本計算

書の【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要

目に示す。 
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4.8 応力の評価 

4.8.1 クレーン本体ガーダ及び脚部の評価 

(1) クレーン本体ガーダの評価

4.6.l 項の(2)で求めたクレーン部材のせん断応力，曲げ応力及び組合せ応力

が下記の許容応力以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 
fｓｍ  

許容曲げ応力 
fｂｍ 

・1.5
1.5

Ｆ

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ

(2) 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの評価

4.6.1 項の(3)で求めた脚部の引張応力，圧縮応力，曲げ応力及び組合せ応力

が下記許容応力以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔｍ 

・1.5
1.5

Ｆ

許容せん断応力 
fｓｍ  

許容曲げ応力 
fｂｍ 

・1.5
1.5

Ｆ

許容圧縮応力 
fｃｍ 

・1.5
ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2























許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ

・1.5
31.5・

Ｆ

・1.5
31.5・

Ｆ

＊

′

＊
＊

＊

＊
＊

＊
＊
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ただし，  

λ＝
ℓ𝑘ｌｉ

𝑖ｌｉ
 ･････････････････････････････････････････  

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･･････････････････････････････････････ (4.8.1.2) 

 ･･･････････････････････････････････ (4.8.1.3) 

 

曲げ応力と軸力が同時に作用する部材は次式を満足しなければならない。 

a. 圧縮力と曲げモーメントを同時に受ける部材 

σｃｌｉ

fｃｍ
+
σｂｌｉ

fｂｍ
≦1 ･･････････････････････････････ (4.8.1.4) 

b. 引張力と曲げモーメントを同時に受ける部材 

σｔｌｉ + σｂｌｉ

fｔｍ
≦1 ････････････････････････････ (4.8.1.5) 

 

4.8.2 転倒防止装置の評価 

4.6.2 項で求めた転倒防止装置の組合せ応力が下記の許容応力以下であるこ

と。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ
 

 

  

2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5 










(4.8.1.1) 

＊  

＊  
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4.8.3 走行車輪の評価 

4.6.3 項で求めた走行車輪のせん断応力，曲げ応力及び組合せ応力が下記の許

容応力以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 
fｓｍ  

 

許容曲げ応力 
fｂｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ
 

 

4.8.4 走行レールの評価 

4.6.4 項で求めた走行レールのせん断応力，垂直応力及び組合せ応力が下記の

許容応力以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 
fｓｍ  

 

許容垂直応力 
fｂｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ
 

 

  

・1.5
31.5・

Ｆ

・1.5
31.5・

Ｆ

＊  

＊  

＊  

＊  

＊  

＊  
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4.8.5 トロリストッパの評価 

4.6.5 項で求めたトロリストッパの圧縮応力が下記の許容応力以下であるこ

と。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容圧縮応力 
fｃｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

 

 

4.8.6 トロリの浮上り量の評価 

4.6.6 項で求めたトロリの浮上り量ｈｔが，図 4－16 及び表 4－11 に示す許容

浮上り量Ｈｔ以下であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－16 許容浮上り量Ｈｔの概要図 

 

 

表 4－11 トロリの許容浮上り量 

トロリの許容浮上り量 

Ｈｔ(mm) 
150 

 

  

＊  

トロリ 横行車輪 

トロリストッパ 

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ断面 

ｔ５ 

ｔ６ 

ｔ６ 

ℓ１１ 

ℓ１２ 

Ｈｔ 
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4.8.7 吊具の評価 

4.6.7 項で求めた吊具の荷重Ｐｗが，表 4－12 に示す許容荷重以下であるこ

と。 

 

表 4－12 吊具の許容荷重 

 許容荷重 (N) 

吊具（ワイヤロープ（主巻））の許容荷重  

fｗ１ 
4.078×106 

吊具（フック（主巻））の許容荷重  

fｈ１ 
4.980×106 

吊具（ワイヤロープ（ホイスト））の許容荷重  

fｗ２ 
1.479×106 

吊具（フック（ホイスト））の許容荷重  

fｈ２ 
2.060×106 

 

4.8.8 単軸粘性ダンパの評価 

4.6.8 項で求めた単軸粘性ダンパの変位及び荷重が，表 4－13 に示す許容限界

以下であること。 

表 4－13 単軸粘性ダンパの許容限界 

ダンパの許容変位 

Ｈｄ (mm) 
100 

ダンパの許容荷重  

fｄ  (N) 
3.0×105 
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4.8.9 ブレースとクレビスの評価 

4.6.8 項で求めたブレースとクレビスの発生応力が，表 4－14 に示す許容限界

以下であること。 

表 4－14 ブレースとクレビスの許容限界 

 

 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

ブレースの許容圧縮応力（MPa） 
 

 

クレビスの許容せん断応力(MPa)  

クレビスの許容曲げ応力(MPa) ・1.5
1.5

Ｆ
 

クレビスの許容組合せ応力(MPa) ・1.5
1.5

Ｆ
 

ただし， 

λ＝
ℓ𝑘ｌｉ

𝑖ｌｉ
 ･････････････････････････････････････････  

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･･････････････････････････････････････ (4.8.9.2) 

 

  

・1.5
31.5・

Ｆ

0.277・Ｆ・ (
Λ

λ
)

2

・1.5 

＊  

＊  

＊  

＊  
＊  

(4.8.9.1) 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

取水槽ガントリクレーンの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有して

いることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

取水槽ガントリクレーンの重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有

していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6. 引用文献 

(1) 平成 19 年度原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査 動的上下動耐

震試験（クレーン類）に関わる報告書(08 耐部報－0021,(独）原子力安全基盤機構） 
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【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】 

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ＊4 
周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 
走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

取水槽 

ガントリクレーン 
Ｃ 

取水槽ポンプ室 

EL 8.800＊1
― ― ＣＨ＝ 0.15＊2，＊3 ― ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

  ＊3：トロリストッパの評価に適用する。 

  ＊4：地震応答解析では時刻歴加速度波を用いる。 

1.2 機器要目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍｔ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

Σｍ 

（kg） 

ＭＨｇ 

(N・mm） 

ＭＶｇ 

（N・mm） 

ＭＸｌ１ 

（N・mm） 

ＭＹｌ１ 

（N・mm） 

ＭＸｌ２ 

（N・mm） 

ＭＹｌ２ 

（N・mm） 

ＭＸｌ３ 

（N・mm） 

ＭＹｌ３ 

（N・mm） 

5.737×108 1.867×109 6.582×108 8.377×108 1.075×109 5.175×107 2.437×109 4.535×108 

Ｍａ 

（N・mm） 

Ｍｇ 

（N・mm） 

Ｍｌ１ 

（N・mm） 

Ｍｌ２ 

（N・mm） 

Ｍｌ３ 

（N・mm） 

6.687×106 2.423×108 4.404×108 9.311×107 1.981×109 

ＱＨｇ 

（N） 

ＱＶｇ 

（N） 

ＥＧ 

（MPa） 

ＥＬ 

（MPa） 

ＥＷ 

（MPa） 

ν 
ｃＤ 

kＤ 

（N/mm） 

1.008×105 4.538×105 0.3 

Ｆｃｌ１ 

（N） 

Ｆｔｌ１ 

（N） 

Ｆｃｌ２ 

（N） 

Ｆｔｌ２ 

（N） 

Ｆｃｌ３ 

（N） 

Ｆｔｌ３ 

（N） 

1.314×106 1.876×105 5.698×105 3.286×105 2.497×105 2.566×105 

ＱＸｌ１ 

（N） 

ＱＹｌ１ 

（N） 

ＱＸｌ２ 

（N） 

ＱＹｌ２ 

（N） 

ＱＸｌ３ 

（N） 

ＱＹｌ３ 

（N） 

Ｆａ 

（N） 

Ｆｂ 

（N） 

ＦｃＨ 

（N） 

ＦｃＶ 

（N） 

4.900×104 2.161×105 2.821×104 4.381×105 1.240×105 1.135×106 2.229×105 3.963×105 3.963×105 1.259×106 
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ℓ１ 

（mm） 

ℓ２ 

（mm） 

ℓ３ 

（mm） 

ℓ４ 

（mm） 

ℓ５ 

（mm） 

ℓ６ 

（mm） 

ℓ７ 

（mm） 

ℓ８ 

（mm） 

ℓ９ 

（mm） 

ℓ１０ 

（mm） 

ℓ１１ 

（mm） 

ℓ１２ 

（mm） 

ｔ１ 

（mm） 

ｔ２ 

（mm） 

ｔ３ 

（mm） 

ｔ４ 

（mm） 
ｔ５ 

（mm） 

ｔ６ 

（mm） 
 𝑘ｌ１

（mm） 

 𝑘ｌ２

（mm） 

 𝑘ｌ３

（mm） 

 𝑘ｌ４

（mm） 

𝑖ｌ１

（mm） 

𝑖ｌ２

（mm） 

𝑖ｌ３

（mm） 

𝑖ｌ４

（mm） 

Ｒ 

（mm） 

ｂ１Ｈ 

（mm） 

ｂ２Ｈ 

（mm） 

ｂ３Ｈ 

（mm） 

ｂ１Ｖ 

（mm） 
ｂ２Ｖ

（mm） 

ｂ３Ｖ

（mm） 

ｂ４Ｖ

（mm） 

Ａ１ 

（mm2） 

Ａ２ 

（mm2） 

Ａ３ 

（mm2） 

Ａ４ 

（mm2） 

Ａ５ 

（mm2） 

Ａ６ 

（mm2） 

ＡＨｇ 

（mm2） 

ＡＶｇ 

（mm2） 

Ａｃｌ１ 

（mm2） 

Ａｔｌ１ 

（mm2） 

Ａｃｌ２ 

（mm2） 

Ａｔｌ２ 

（mm2） 

Ａｃｌ３ 

（mm2） 

Ａｔｌ３ 

（mm2） 

ＡＸｌ１

（mm2） 

ＡＹｌ１ 

（mm2） 

ＡＸｌ２ 

（mm2） 

ＡＹｌ２ 

（mm2） 

ＡＸｌ３ 

（mm2） 

ＡＹｌ３ 

（mm2） 

ＺＸｇ 

（mm3） 

ＺＹｇ 

（mm3） 

ＺＸｌ１ 

（mm3） 

ＺＹｌ１ 

（mm3） 

ＺＸｌ２ 

（mm3） 

ＺＹｌ２ 

（mm3） 

ＺＸｌ３ 

（mm3） 

ＺＹｌ３ 

（mm3） 

Ｚａ 

（mm3） 

Ｚｂ 

（mm3） 

Ｚｃ 

（mm3） 

Ｚｄ 

（mm3） 

Ｚｐｇ 

（mm3） 

Ｚｐｌ１ 

（mm3） 

Ｚｐｌ２ 

（mm3） 

Ｚｐｌ３ 

（mm3） 

クレーン本体ガーダ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎ 転倒防止装置 走行車輪 走行レール 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

245 400 280 245 400 280 305 510 357 770 539 780 546 

トロリストッパ 吊具 ブレース クレビス

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

fｗ１ 
（N） 

fｗ２ 
（N） 

fｈ１ 
（N） 

fｈ２ 
（N） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

245 400 280 4.078×106 1.479×106 4.980×106 2.060×106 215 370 258 725 930 651 
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1.3 計算数値 

1.3.1 クレーン本体ガーダに生じる応力 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

クレーン本体ガーダ τｇ = 26 σｂｇ = 128 σｇ = 134 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果

1.3.2 脚に生じる応力 

圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚 σｃｌ１ = 36 σｔｌ１ = 5 τｌ１ = 77 σｂｌ１ = 194 0.798 σｌ１ = 228 

圧縮応力，曲げ応力，組合せ応力（圧縮＋曲げ），組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 1 の評価結果

引張応力，せん断応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

1.3.3 脚下部継ぎに生じる応力 

圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚下部継ぎ σｃｌ２ = 23 σｔｌ２ = 14 τｌ２ = 57 σｂｌ２ = 224 0.835 σｌ２ = 244 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果

1.3.4 ガーダ継ぎに生じる応力 

圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(引張＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

ガーダ継ぎ σｃｌ３ = 5 σｔｌ３ = 5 τｌ３ = 97 σｂｌ３ = 99 0.363 σｌ３ = 176 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果

1.3.5 転倒防止装置に生じる応力  （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 

転倒防止 

装置アーム 
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(曲げ＋せん断) 
201 

組合せ応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果
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1.3.6 走行車輪に生じる応力  

 
せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

走行車輪 τｂ = 60 σｂｂ = 325 σｂ = 341 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.7 走行車輪より走行レールに生じる応力 

 
せん断応力 

（MPa） 

垂直応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（垂直＋せん断） 

(MPa) 

走行レール τｃ = 28 σｂｃ = 460 σｃ = 463 

せん断応力，垂直応力，組合せ応力（垂直＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.8 転倒防止装置より走行レールに生じる応力 

 
せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

走行レール τｄ = 18 σｂｄ = 35 σｄ = 47 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.9 トロリストッパに生じる応力    （単位：MPa） 

 圧縮 

トロリストッパ 4 

最大静止摩擦係数を用いた静的水平震度による評価 

 

1.3.10  トロリ浮上り量       （単位：mm） 

 浮上り量 

トロリ 9.0 

トロリの浮上り量は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.11 吊荷荷重       （単位：N） 

 ワイヤ荷重 

主巻 1.276×106 

ホイスト 4.934×105 

主巻のワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 1 の評価結果 

ホイストのワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 2 の評価結果 
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1.3.12 単軸粘性ダンパ及びブレース 

評価部位 評価項目 算出値 

単軸粘性ダンパ 荷重(N) 2.572×105 

単軸粘性ダンパ 変位(mm) 44 

ブレース 圧縮応力（MPa） 16 

クレビス せん断応力（MPa） 91 

クレビス 曲げ応力（MPa） 261 

クレビス 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

（MPa） 

305 

クレビス 回転角度（°） 0.8 

単軸粘性ダンパの荷重，変位は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

ブレースの圧縮応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

クレビスのせん断応力，曲げ応力，組合せ応力，回転角度は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 
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1.4 評価結果 

1.4.1 クレーン本体に生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

クレーン本体

ガーダ 
SS400 

せん断(MPa) τｇ= 26 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｇ = 128 fｂｍ = 280 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｇ = 134 280 

脚 SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ１ = 36
 fｃｍ = 279 

引張(MPa) σｔｌ１ = 5
 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ１ = 77 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ１ = 194 fｂｍ = 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.798 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ１ = 228 280 

脚下部継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ２ = 23
 fｃｍ = 263 

引張(MPa) σｔｌ２ = 14
 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ２ = 57 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ２ = 224 fｂｍ = 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.835 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ２ = 244 280 

ガーダ継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ３ = 5
 fｃｍ = 275 

引張(MPa) σｔｌ３ = 5
 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ３ = 97 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ３ = 99 fｂｍ = 280 

組合せ 

(引張＋曲げ) 
0.363 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ３ = 176 280 

全て許容応力以下である。 

 

1.4.2 転倒防止装置に生じる応力          （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 許容応力 

転倒防止装置

アーム 
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(曲げ＋せん断) 
σａ＝ 201 357 

全て許容応力以下である。 
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1.4.3 走行車輪に生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

走行車輪 SSW-Q1 

せん断(MPa) τｂ= 60 fｓｍ = 311 

曲げ(MPa) σｂｂ = 325 fｂｍ = 539 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｂ = 341 539 

全て許容応力以下である。 

 

1.4.4 走行レールに生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

走行レール 

（走行車輪側） 
レール鋼 

せん断(MPa) τｃ= 28 fｓｍ = 315 

垂直(MPa) σｂｃ = 460 fｂｍ = 546 

組合せ 

(垂直＋せん断) 
σｃ = 463 546 

走行レール 

（転倒防止 

 装置側） 

レール鋼 

せん断(MPa) τｄ= 18 fｓｍ = 315 

曲げ(MPa) σｂｄ = 35 fｂｍ = 546 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｄ = 47 546 

全て許容応力以下である。 

 

1.4.5 トロリストッパに生じる応力    （単位：MPa） 

部材 圧縮 許容応力 

トロリストッパ 4 fｃｍ = 280 

全て許容応力以下である。 

 

1.4.6 トロリの浮上り量         （単位：mm） 

部材 浮上り量 許容浮上り量 

トロリ 9.0 Ｈｔ = 150 

全て許容浮上り量以下である。 

 

1.4.7 吊具荷重                 （単位：N） 

部材 材料 荷重 算出荷重 許容荷重 

吊具 

(主巻) 

ワイヤロープ IWRC 6×Fi(29) 
吊荷荷重 Ｐｗ = 1.276×106 

fｗ１  = 4.078×106 

フック S35C fｈ１  = 4.980×106 

吊具 

(ホイスト) 

ワイヤロープ 4×F(40) 
吊荷荷重 Ｐｗ = 4.934×105 

fｗ２  = 1.479×106 

フック SCM435 fｈ２  = 2.060×106 

全て許容荷重以下である。 
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1.4.8 単軸粘性ダンパ及びブレース 

評価部材 評価項目 算出値 許容限界 

単軸粘性ダンパ 荷重（N） 2.572×105 3.0×105 

単軸粘性ダンパ 変位（mm） 44 100 

ブレース 圧縮応力(MPa) 16 78 

クレビス せん断応力（MPa） 91 375 

クレビス 曲げ応力（MPa） 261 651 

クレビス 
組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 
305 651 

クレビス 回転角度（°） 0.8 3 

全て許容限界以下である。 
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【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】 

2．重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ＊4 
周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 
走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

取水槽 

ガントリクレーン 
Ｃ 

取水槽ポンプ室 

EL 8.800＊1
― ― ＣＨ＝ 0.15＊2，＊3 ― ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

  ＊3：トロリストッパの評価に適用する。 

  ＊4：地震応答解析では時刻歴加速度波を用いる。 

2.2 機器要目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍｔ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

Σｍ 

（kg） 

ＭＨｇ 

(N・mm） 

ＭＶｇ 

（N・mm） 

ＭＸｌ１ 

（N・mm） 

ＭＹｌ１ 

（N・mm） 

ＭＸｌ２ 

（N・mm） 

ＭＹｌ２ 

（N・mm） 

ＭＸｌ３ 

（N・mm） 

ＭＹｌ３ 

（N・mm） 

5.737×108 1.867×109 6.582×108 8.377×108 1.075×109 5.175×107 2.437×109 4.535×108 

ＱＨｇ 

（N） 

ＱＶｇ 

（N） 

ＥＧ 

（MPa） 

ＥＬ 

（MPa） 

ＥＷ 

（MPa） 

ν 
ｃＤ 

kＤ 

（N/mm） 

1.008×105 4.538×105 0.3 

Ｆｃｌ１ 

（N） 

Ｆｔｌ１ 

（N） 

Ｆｃｌ２ 

（N） 

Ｆｔｌ２ 

（N） 

Ｆｃｌ３ 

（N） 

Ｆｔｌ３ 

（N） 

1.314×106 1.876×105 5.698×105 3.286×105 2.497×105 2.566×105 

ＱＸｌ１ 

（N） 

ＱＹｌ１ 

（N） 

ＱＸｌ２ 

（N） 

ＱＹｌ２ 

（N） 

ＱＸｌ３ 

（N） 

ＱＹｌ３ 

（N） 

Ｆａ 

（N） 

Ｆｂ 

（N） 

ＦｃＨ 

（N） 

ＦｃＶ 

（N） 

4.900×104 2.161×105 2.821×104 4.381×105 1.240×105 1.135×106 2.229×105 3.963×105 3.963×105 1.259×106 

Ｍａ 

（N・mm） 

Ｍｇ 

（N・mm） 

Ｍｌ１ 

（N・mm） 

Ｍｌ２ 

（N・mm） 

Ｍｌ３ 

（N・mm） 

6.687×106 2.423×108 4.404×108 9.311×107 1.981×109 
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ℓ１ 

（mm） 

ℓ２ 

（mm） 

ℓ３ 

（mm） 

ℓ４ 

（mm） 

ℓ５ 

（mm） 

ℓ６ 

（mm） 

ℓ７ 

（mm） 

ℓ８ 

（mm） 

ℓ９ 

（mm） 

ℓ１０ 

（mm） 

ℓ１１ 

（mm） 

ℓ１２ 

（mm） 

ｔ１ 

（mm） 

ｔ２ 

（mm） 

ｔ３ 

（mm） 

ｔ４ 

（mm） 
ｔ５ 

（mm） 

ｔ６ 

（mm） 
 𝑘ｌ１

（mm） 

 𝑘ｌ２

（mm） 

 𝑘ｌ３

（mm） 

 𝑘ｌ４

（mm） 

𝑖ｌ１

（mm） 

𝑖ｌ２

（mm） 

𝑖ｌ３

（mm） 

𝑖ｌ４

（mm） 

Ｒ 

（mm） 

ｂ１Ｈ 

（mm） 

ｂ２Ｈ 

（mm） 

ｂ３Ｈ 

（mm） 

ｂ１Ｖ 

（mm） 
ｂ２Ｖ

（mm） 

ｂ３Ｖ

（mm） 

ｂ４Ｖ

（mm） 

Ａ１ 

（mm2） 

Ａ２ 

（mm2） 

Ａ３ 

（mm2） 

Ａ４ 

（mm2） 

Ａ５ 

（mm2） 

Ａ６ 

（mm2） 

ＡＨｇ 

（mm2） 

ＡＶｇ 

（mm2） 

Ａｃｌ１ 

（mm2） 

Ａｔｌ１ 

（mm2） 

Ａｃｌ２ 

（mm2） 

Ａｔｌ２ 

（mm2） 

Ａｃｌ３ 

（mm2） 

Ａｔｌ３ 

（mm2） 

ＡＸｌ１

（mm2） 

ＡＹｌ１ 

（mm2） 

ＡＸｌ２ 

（mm2） 

ＡＹｌ２ 

（mm2） 

ＡＸｌ３ 

（mm2） 

ＡＹｌ３ 

（mm2） 

Ｚａ 

（mm3） 

Ｚｂ 

（mm3） 

Ｚｃ 

（mm3） 

Ｚｄ 

（mm3） 

Ｚｐｇ 

（mm3） 

Ｚｐｌ１ 

（mm3） 

Ｚｐｌ２ 

（mm3） 

Ｚｐｌ３ 

（mm3） 

クレーン本体ガーダ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎ 転倒防止装置 走行車輪 走行レール 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

245 400 280 245 400 280 305 510 357 770 539 780 546 

トロリストッパ 吊具 ブレース クレビス

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

fｗ１ 
（N） 

fｗ２ 
（N） 

fｈ１ 
（N） 

fｈ２ 
（N） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

245 400 280 4.078×106 1.479×106 4.980×106 2.060×106 215 370 258 725 930 651 

ＺＸｇ 

（mm3） 

ＺＹｇ 

（mm3） 

ＺＸｌ１ 

（mm3） 

ＺＹｌ１ 

（mm3） 

ＺＸｌ２ 

（mm3） 

ＺＹｌ２ 

（mm3） 

ＺＸｌ３ 

（mm3） 

ＺＹｌ３ 

（mm3） 
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2.3 計算数値 

2.3.1 クレーン本体ガーダに生じる応力 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

クレーン本体ガーダ τｇ = 26 σｂｇ = 128 σｇ = 134 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果

2.3.2 脚に生じる応力 

圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚 σｃｌ１ = 36 σｔｌ１ = 5 τｌ１ = 77 σｂｌ１ = 194 0.798 σｌ１ = 228 

圧縮応力，曲げ応力，組合せ応力（圧縮＋曲げ），組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 1 の評価結果

引張応力，せん断応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果

2.3.3 脚下部継ぎに生じる応力 

圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚下部継ぎ σｃｌ２ = 23 σｔｌ２ = 14 τｌ２ = 57 σｂｌ２ = 224 0.835 σｌ２ = 244 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果

2.3.4 ガーダ継ぎに生じる応力 

圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(引張＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

ガーダ継ぎ σｃｌ３ = 5 σｔｌ３ = 5 τｌ３ = 97 σｂｌ３ = 99 0.363 σｌ３ = 176 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果

2.3.5 転倒防止装置に生じる応力  （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 

転倒防止 

装置アーム 
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(曲げ＋せん断) 
201 

組合せ応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果
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2.3.6 走行車輪に生じる応力 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

走行車輪 τｂ = 60 σｂｂ = 325 σｂ = 341 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果

2.3.7 走行車輪より走行レールに生じる応力 

せん断応力 

（MPa） 

垂直応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（垂直＋せん断） 

(MPa) 

走行レール τｃ = 28 σｂｃ = 460 σｃ = 463 

せん断応力，垂直応力，組合せ応力（垂直＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果

2.3.8 転倒防止装置より走行レールに生じる応力 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

走行レール τｄ = 18 σｂｄ = 35 σｄ = 47 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果

2.3.9 トロリストッパに生じる応力 （単位：MPa） 

圧縮 

トロリストッパ 4 

最大静止摩擦係数を用いた静的水平震度による評価 

2.3.10 トロリ浮上り量  （単位：mm） 

浮上り量 

トロリ 9.0 

トロリの浮上り量は，表 4－1 のケース 3 の評価結果

2.3.11 吊荷荷重  （単位：N） 

ワイヤ荷重

主巻 1.276×106 

ホイスト 4.934×105 

主巻のワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 1 の評価結果

ホイストのワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 2 の評価結果

2.3.12 単軸粘性ダンパ及びブレース
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評価部位 評価項目 算出値 

単軸粘性ダンパ 荷重(N) 2.572×105 

単軸粘性ダンパ 変位(mm) 44 

ブレース 圧縮応力（MPa） 16 

クレビス せん断応力（MPa） 91 

クレビス 曲げ応力（MPa） 261 

クレビス

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

（MPa） 

305 

クレビス 回転角度（°） 0.8 

単軸粘性ダンパの荷重，変位は，表 4－1 のケース 3 の評価結果

ブレースの圧縮応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果

クレビスのせん断応力，曲げ応力，組合せ応力，回転角度は，表 4－1 のケース 3 の評価結果
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2.4 評価結果 

2.4.1 クレーン本体に生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

クレーン本体

ガーダ 
SS400 

せん断(MPa) τｇ= 26 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｇ = 128 fｂｍ = 280 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｇ = 134 280 

脚 SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ１ = 36 fｃｍ = 279 

引張(MPa) σｔｌ１ = 5 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ１ = 77 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ１ = 194 fｂｍ = 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.798 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ１ = 228 280 

脚下部継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ２ = 23 fｃｍ = 263 

引張(MPa) σｔｌ２ = 14 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ２ = 57 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ２ = 224 fｂｍ = 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.835 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ２ = 244 280 

ガーダ継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ３ = 5 fｃｍ = 275 

引張(MPa) σｔｌ３ = 5 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ３ = 97 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ３ = 99 fｂｍ = 280 

組合せ 

(引張＋曲げ) 
0.363 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ３ = 176 280 

全て許容応力以下である。 

2.4.2 転倒防止装置に生じる応力 （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 許容応力 

転倒防止装置

アーム
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(曲げ＋せん断) 
σａ＝ 201 357 

全て許容応力以下である。 
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2.4.3 走行車輪に生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

走行車輪 SSW-Q1 

せん断(MPa) τｂ= 60 fｓｍ = 311 

曲げ(MPa) σｂｂ = 325 fｂｍ = 539 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｂ = 341 539 

全て許容応力以下である。 

2.4.4 走行レールに生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

走行レール 

（走行車輪側） 
レール鋼

せん断(MPa) τｃ= 28 fｓｍ = 315 

垂直(MPa) σｂｃ = 460 fｂｍ = 546 

組合せ 

(垂直＋せん断) 
σｃ = 463 546 

走行レール 

（転倒防止 

装置側） 

レール鋼

せん断(MPa) τｄ= 18 fｓｍ = 315 

曲げ(MPa) σｂｄ = 35 fｂｍ = 546 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｄ = 47 546 

全て許容応力以下である。 

2.4.5 トロリストッパに生じる応力 （単位：MPa） 

部材 圧縮 許容応力 

トロリストッパ 4 fｃｍ = 280 

全て許容応力以下である。 

2.4.6 トロリの浮上り量 （単位：mm） 

部材 浮上り量 許容浮上り量 

トロリ 9.0 Ｈｔ = 150 

全て許容浮上り量以下である。 

2.4.7 吊具荷重 （単位：N） 

部材 材料 荷重 算出荷重 許容荷重 

吊具 

(主巻) 

ワイヤロープ IWRC 6×Fi(29) 
吊荷荷重 Ｐｗ = 1.276×106 

fｗ１  = 4.078×106 

フック S35C fｈ１  = 4.980×106 

吊具 

(ホイスト)

ワイヤロープ 4×F(40) 
吊荷荷重 Ｐｗ = 4.934×105 

fｗ２  = 1.479×106

フック SCM435 fｈ２  = 2.060×106

全て許容荷重以下である。
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2.4.8 単軸粘性ダンパ及びブレース 

評価部材 評価項目 算出値 許容限界 

単軸粘性ダンパ 荷重（N） 2.572×105 3.0×105 

単軸粘性ダンパ 変位（mm） 44 100 

ブレース 圧縮応力(MPa) 16 78 

クレビス せん断応力（MPa） 91 375 

クレビス 曲げ応力（MPa） 261 651 

クレビス
組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 
305 651 

クレビス 回転角度（°） 0.8 3 

全て許容限界以下である。 




